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ば解決できる、というような種類の課題ではない。

　その代表的な例が、バリアフリー化を図る対象

と範囲の問題である。

　これまでの交通バリアフリー法では、主要な駅

などを中心として、そこから、駅周辺の主要施設

に至る主な経路を「特定経路」として指定し、そ

れをバリアフリー化することが眼目であった。一

方、新法では、駅などに限らず、都市公園や官公

庁など様々な施設を対象として、それらの施設間

を結ぶ経路をバリアフリー化することとなった。

　これは、２つの意味で、地域での選択に判断が

ゆだねられたといってよい。第一は、地域の中で

バリアフリー化経路で結ぶべき施設をどれにする

か、という対象の選択である。第二は、対象地域

の道路のうち、バリアフリーネットワークの対象

とする道路の選択である。

　第二の選択については解説が必要だろう。

　従来は、個々の主要施設と駅との間を、それぞ

れ１本ずつの特定経路で結ぶことで、バリアフリ

ーの経路を形成してきた。すなわち、でき上がる

経路群は必ずしもネットワークを形成するのでは

なく、概念上は、駅を中心としたいわば「熊手」

のような形をしていた。ところが、地域で選択し

たさまざまな施設を互いに結ぶことになった新法

の場合、生活関連経路（旧特定経路）の結び方に

知恵を絞って協働しよう

　平成１８年６月に、「高齢者、障害者等の移動等の

円滑化の促進に関する法律」いわゆる「バリアフ

リー新法」が制定され、１２月に施行された。建築

物を対象とした「ハートビル法」と、交通施設や

関連道路などを対象とした「交通バリアフリー法」

の経験を踏まえ、それらを統合・拡充して新法と

して再出発するものである。バリアフリー・ユニ

バーサルデザインの思想を、さらに広くまた深く、

わが国に浸透させていこうとするものであり、実

績がどのように積み重ねられていくか、今後がき

わめて注目される。

　道路に関しては、平成１２年の交通バリアフリー

法制定を受けて、国土交通省が「道路の移動円滑

化整備ガイドライン」を策定し、設計や事業に関

して詳細な指針が示されていた。今回の新法制定

を踏まえ、ガイドラインの改訂を目指すことにな

り、現在、改訂作業が鋭意進められているところ

である。

　新法の制定に伴って、また、従来からの経験を

踏まえて、今後のバリアフリー・ユニバーサルデ

ザインの普及に向けて、いくつかの課題が見えて

きている。それらは、ひとことでいえば、それぞ

れの地域や地区で、関係者全てが知恵を出し合う

ことが求められる種類の課題である。すなわち、

全国どこでも、また誰でも、同じような対応をすれ
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はさまざまなバリエーションがありうる。単純な

例でいえば、Ａ，Ｂ，Ｃの３つの施設を結ぼうと

するとき、Ａ－Ｂ－Ｃを直列で結べばよいのか、

あるいは、Ａ－Ｂ、Ｂ－Ｃ，Ｃ－Ａをそれぞれ結

ぶべきなのか、といったことである。もちろん、

長期的には全ての道路をバリアフリー化すべきこ

とは自明なのであるが、一方で、この選択は、事

業の量や優先順位に大きく影響を与えることにな

るから、それぞれの地域での真剣な議論が必要に

なるわけである。

　また、バリアフリー化を促進するための現実的

な対応を図ろうとする点も大きな特徴である。す

なわち、建物がすでに立ち並んだ既成市街地にお

いて、有効幅員２ｍを確保できずにバリアフリー

ネットワークが形成できない、といった場合に、

やむを得ず２ｍ未満であっても、事実上車いすの

通行ができる場合には、バリアフリーの経路とし

て認めてよいのではないか、という考え方で検討

が進められている。

　もちろん、バリアフリー化を少しでも早く、ま

た広く普及させるためには、現実的な対応を考え

ることも必要ではある。ただ一方で、もともと、

「車いす同士のすれ違いに必要な幅員」として有

効幅員２ｍが定められたという経緯がある。した

がって、やむを得ず２ｍ未満の幅員の歩道を活用

する場合であっても、車いすのすれ違い場所を確

保する、などの対応をとることが欠かせないと思

われる。これも、地域の事情に合わせた知恵の出

しどころであろう。

　さらにいえば、歩道のない道路のバリアフリー

化、も大きな課題である。単断面道路にはもとも

と歩車道段差が存在しないのだから、歩行者にと

ってのバリアが存在しないように思いがちである

が、実はそうではない。路上駐車、路上駐輪、あ

るいは看板などがあると、車いす利用者はやむを

得ず道路の中央部に寄って通行せざるを得なくな

るが、そこを高速で走行する車両があると、ほと

んど通行が不可能な状態に陥ってしまうことすら

ある。すなわち、路上駐車などの排除とともに、

自動車の速度抑制を図ることがバリアフリー化に

つながるわけである。これらの施策は、交通安全

対策でもあるわけだから、地区レベルの交通安全

対策とバリアフリー対策の連携、という大きなテ

ーマが浮かび上がってくるわけである。

　これらのさまざまな課題について、住民、行政

などの関係者が、地域の特徴を踏まえたうえで、

知恵を出し合って協働されることを強く期待した

い。
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